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○別府市が発注する情報システム開発業務委託契約に係る指名競争

入札参加資格審査要綱  

平成１４年９月９日 

告示第１７４号  

改正 平成１７年３月７日告示第３９号  

平成１７年３月３１日告示第７４号  

平成２３年１２月１９日告示第３９７号 

平成２７年１１月２４日告示第３６９号 

令和３年１２月２２日告示第５３３号 

令和５年１１月２７日告示第４５７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、別府市契約事務規則（平成２年別府市規則第４６号）

第３２条の規定に基づき、別府市が発注する情報システム開発業務委託

契約に係る指名競争入札（以下「入札」という。）に参加しようとする

者の資格審査及び入札参加者の選定に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において情報システム開発業務とは、次の各号に掲げる

業務とする。 

(1) システム分析  

(2) ソフトウェア開発 

(3) システム運用・管理  

(4) ネットワーク関連業務  

(5) インターネット関連業務  

(6) データ処理 

(7) コンピュータ研修 

（資格要件） 

第３条 入札に参加しようとする者は、次の各号に掲げる要件を備えてい

なければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、
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この限りでない。  

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」とい

う。）第１６７条の１１において準用する施行令第１６７条の４第１

項の規定に該当しない者であること。  

(2) 施行令第１６７条の１１において準用する施行令第１６７条の４

第２項の各号のいずれかに該当すると認められた者にあっては、その

事実があった後２年を経過したものであること。  

(3) 営業に関し法令上必要とされる許可、認可等を得た者であること。 

(4) 入札に参加しようとする年の１月１日において引き続き２年以上

同種の営業を営んでいる者であること。 

(5) 参加を希望する業務に関して実績を有していること。  

(6) 業務実施に必要な従業員を有していること。  

(7) 市税並びに消費税及び地方消費税を完納している者であること。  

(8) 経営者等（事業主又は法人の役員、支配人若しくはその支店若しく

は営業所を代表する者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）、暴力団（同

法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力

団員と交わりを持つ者又は暴力団若しくは暴力団員が経営を支配し若

しくは利用していると認められる企業若しくは団体をいう。以下同

じ。）でないこと。 

（一部改正〔平成２３年告示３９７号〕）  

（審査の申請及び時期）  

第４条 資格審査を受けようとする者は、情報システム開発業務委託指名

競争入札参加資格審査申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）

に次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。  

(1) 営業概要書（様式第２号）  

(2) 使用印鑑届（様式第３号）  

(3) 委任状（様式第４号。ただし、支店長その他の者に入札、契約等に
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関する権限を委任する場合に限る。） 

(4) 申請直前の事業年度の決算を明らかにする書類（法人にあっては貸

借対照表及び損益計算書、個人にあっては確定申告書の写し）  

(5) 代表者の身分を明らかにする書類（法人にあっては登記事項証明書

及び印鑑証明、個人にあっては身分証明書及び印鑑証明） 

(6) 営業に必要な許可、認可等を得たことを証明する書類の写し  

(7) 市税並びに消費税及び地方消費税の納税（完納）証明書  

(8) 誓約書（様式第４号の２）  

(9) その他必要な書類 

２ 市長は、必要がないと認めるときは、前項の添付書類の一部を省略さ

せることができる。 

３ 申請書の提出期限は、基準年（平成１４年を初年とし、同年から起算

して２年又は２の倍数年を経過したごとの年をいう。以下同じ。）の２

月１日から２月末日までとする。ただし、基準年に申請書を提出しなか

った者は、基準年の翌年の２月１日から２月末日までに提出することが

できる。 

（一部改正〔平成１７年告示３９号・２３年３９７号〕） 

（資格審査） 

第５条 資格審査は、前条の規定により申請書を提出した者（以下「申請

者」という。）について、次の各号に掲げる審査項目について行うもの

とする。 

(1) 営業概要 

ア 経営規模等 

イ 技術系従業員等の状況  

ウ 保有機器等の状況 

エ データ等の安全対策の状況  

オ 情報システム開発等の実績  

(2) 営業年数 

（資格の認定） 
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第６条 市長は、前条の資格審査の結果に基づいて入札に参加する者の資

格の有無を認定するものとする。  

（有資格者名簿への登録）  

第７条 市長は、前条の規定により資格を有する者（以下「有資格者」と

いう。）を認定したときは、入札参加有資格者名簿（以下「有資格者名

簿」という。）に登録するものとする。 

（資格の有効期間） 

第８条 有資格者名簿に登録された者の資格の有効期間は、基準年の４月

１日から翌々年の３月３１日までとする。ただし、第４条第３項ただし

書の規定による申請者の資格の発効は、申請書を提出した年の４月１日

とし、その有効期間は、本条本文の規定による期間の残存期間とする。  

２ 前項の有効期間は、次期の有資格者が認定されるまでの間、引き続き

有効とすることができる。  

（審査結果の通知） 

第９条 市長は、第６条の規定により資格の有無を認定したときは、資格

審査認定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。  

２ 前項の通知を受けた申請者で、審査結果に異議があるものは、３０日

以内に市長に資格の再審査を請求することができる。  

（資格事項の変更） 

第１０条 有資格者は、第４条に規定する申請書及び添付書類に変更が生

じたときは、遅滞なく情報システム開発業務委託契約指名競争入札参加

資格審査申請書記載事項変更届（様式第６号）を市長に提出しなければ

ならない。 

（資格の停止又は取消）  

第１１条 市長は、有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、資

格を停止し、又は取り消すことができる。  

(1) 第３条に規定する資格要件を有しなくなったとき。  

(2) 他の官公署に対する不正行為等によりその指名を停止され又は取

り消されたとき。  
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(3) 申請書又は添付書類に虚偽の事項を記載したとき。  

(4) 有資格者の認定を受けた後に経営状況が著しく悪化したとき、又は

契約の履行が不良のとき。  

(5) 債権の回収、紛争の解決等に関して暴力団員を利用し、自己が暴力

団と関係があることを認識させて相手方を威圧する等、暴力団の威力

を利用したとき。  

(6) 暴力団の威力を利用し、又は暴力団の活動若しくは運営に協力する

目的で、暴力団関係者に対して金銭、物品その他財産上の利益を与え

たとき。 

２ 市長は、前項の規定により資格を停止し、又は取り消したときは、そ

の旨を通知するものとする。  

（一部改正〔平成２３年告示３９７号〕）  

（入札参加者の選定） 

第１２条 市長は、入札に参加する者を指名しようとするときは、有資格

者名簿に登録された者の中から、次の各号の規定に留意して選定するも

のとする。 

(1) 不誠実な行為の有無その他信用状況  

(2) 営業成績 

(3) 経営状況 

(4) 能力及び技術的適性  

（入札参加者の選定の特例）  

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条の規定に

かかわらず、有資格者名簿に登録された者以外の者を入札させることが

できる。 

(1) 契約の性質又は目的により必要があるとき。  

(2) 災害等緊急を要するとき。  

(3) 有資格者名簿に登録された者が少数又はいないとき。  

(4) その他市長が特に必要と認めたとき。  

（準用） 
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第１４条 この要綱に規定されている事項は、随意契約の参加者の資格及

び選定について準用する。  

（委任） 

第１５条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に市長が定める。  

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。  

（経過措置） 

２ 平成１４年に係る入札参加資格審査の申請書の提出期間に限り、第４

条第３項本文の規定の適用については、同項中「２月１日から２月末日

まで」とあるのは「１０月１日から１０月末日まで」とする。  

３ 平成１４年に係る入札参加資格の有効期間に限り、第８条第１項本文

の規定の適用については、同項中「４月１日」とあるのは「１２月１日」

とする。 

 （令和６年３月３１日をもって満了する資格の有効期間の延長）  

４ 第８条第１項の規定により令和６年３月３１日をもって資格の有効期

間が満了する者については、同項の規定にかかわらず、当該資格の有効

期間は同年９月３０日までとする。  

 （令和６年２月に申請書を提出した者の資格の有効期間）  

５ 第４条第３項本文の規定により令和６年２月１日から同月２９日まで

の間に申請書を提出し、有資格者名簿に登録された者の資格の有効期間

は、第８条第１項の規定にかかわらず、同年４月１日から９月３０日ま

でとする。 

附 則（平成１７年３月７日告示第３９号）  

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日告示第７４号）  

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則（平成２３年１２月１９日告示第３９７号）  

（施行期日） 
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１ この要綱は、平成２４年１月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に有資格者名簿に登録されている者に係る資格

の取消しについては、なお従前の例による。  

附 則（平成２７年１１月２４日告示第３６９号）  

この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。  

附 則（令和３年１２月２２日告示第５３３号）  

この要綱は、令和４年１月１日から施行する。  

附 則（令和５年１１月２７日告示第４５７号）  

この要綱は、告示の日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係）  

（一部改正〔平成１７年告示３９号・２３年３９７号・令和３年５

３３号〕）  

様式第２号（第４条関係）  

様式第３号（第４条関係）  

（一部改正〔令和３年告示５３３号〕） 

様式第４号（第４条関係）  

様式第４号の２ 

（全部改正〔平成２７年告示３６９号〕、一部改正〔令和３年告示

５３３号〕）  

様式第５号（第９条関係）  

（一部改正〔平成１７年告示７４号〕） 

様式第６号（第１０条関係）  

（一部改正〔平成１７年告示３９号・令和３年５３３号〕）  

 


